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｢協働型図書館」とは何か
－北区中央図書館の試み－
法政大学キャリアデザイン学部教授坂本旬
員の業務内容のチェック、市民へのＰＲといった
利点があると指摘した上で、「NPOと自治体の協
働による図書館経営は、自治体の退職幹部と出向
職員によって事実上運営されているような従来型
の公社・財団（いわゆる「第三セクター｣）への
委託に対する、もう一つの選択肢としての意義が
ある」（１）と述べている。
また、この特集では「第三セクターへの委託」
という表現がなされているが、今日では、2003年
９月施行の地方自治法第244条２の改正により導
入された指定管理者制度に対しても同様に、ＮＰＯ
との協働を選択肢として提示することができるだ
ろう。その意味でも豊田の指摘は、図書館への指
定管理者制度導入が進みつつある今日の状況に対
する先駆的な見解を示したものだと言える。
さらに豊田は、静岡市におけるNPO型経営の提
案を紹介しながら、「市と、自立した市民の非営
利組織＝ＮＰＯ（この提案では法人に限らない）の
対等なパートナーシップにより、経済性と質の高
いサービスの双方を満たす市民本位の効率的な経
営、それがNpO型経営だ｣(2)と述べている。
豊田はNPOという組織を中心に図書館経営にお
ける「協働」を論じているが、ＮＰＯはあくまでも
組織形態の一つに過ぎない。ここで重要なことは、
｢協働」には対等なパートナーシップが必要だと
いう認識である。その対象は必ずしもＮＰＯである
必要はない。
しかし、なぜ「協働」が必要なのかという問題
が残されたままである。豊田の論考では「第三セ
はじめに
行政への「住民参加から協働へ｣、これが地方
自治の一つの流れである。しかし、一方で逼迫し
た地方財政状況を背景に、各地で図書館への指定
管理者制度の導入が進められつつある。筆者は
2007年度より、東京都北区「区民とともに歩む図
書館委員会」（通称「区とも｣）の委員長を引き受
け、第二期の報告書の作成に取り組んでいる。第
一期の「区民と主に歩む図書館委員会」は北区の
図書館がめざすべき理念を「協働型図書館」とし
て提示し、二期目の委員会はその理念を具体化す
る方向性を提示することを目的に活動を行ってき
た。本稿では、このような北区の「区民とともに
歩む図書館委員会」の活動を紹介するとともに、
本委員会が提起した「協働型図書館」の意義と可
能性について検討したい。
１．図書館経営と「協働」
図書館経営における「協働」に関する議論は、
これまでもたびたび行われてきた。たとえば、図
書館問題研究会機関誌「みんなの図書館」（教育
史料出版会）では2000年５月号で「NPOと図書
館」という特集を行っているが、ここではまさに
NPOと行政による図書館の「協働」が論じられて
いるのである。
この特集の中で、豊田高広は、NPOが自治体と
対等の関係で、企画から業務、評価に至るまで図
書館経営に関わることには、人手不足の解消、職
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クター｣、今日では「指定管理者」に対するもう
一つの選択肢がなぜ必要なのだろうか。人手不足
の解消、職員の業務内容のチェック、市民への
ＰＲといった利点だけなれば、必ずしも「協働」
力泌要だということにはならないだろう。
図書館の現場や研究者の間では、図書館への指
定管理者制度の導入に対する批判がよく聞かれ
る。たとえば、山口源治郎は「自治体行政が図書
館サービスの『購入者」になるPFI方式、管理権
が指定管理者に渡される指定管理者制度では、自
治体行政から図書館経営・サービスに関する専門
性が失われてゆき、図書館サービス向上に対する
責務を実質的に果たせなくなってしまう可能性が
高い｣(3)と述べている。山口の見解は、指定管理
者制度に対する典型的な図書館界の反応を表すも
のだといえるだろう。
一方、指定管理者制度の導入の是非よりも、利
用者の多様化、時代の変化に図書館が対応してい
くことこそが望まれるという視点から、指定管理
者制度の導入を否定しない見解もある。たとえば、
田川克巳は指定管理者制度を導入した千代田区立
図書館の状況を検討した上で、次のように述べて
いる。
めの一つの手段として指定管理者制度は考慮され
る選択肢だというのである。
田川が検討した千代田区立図書館は、教育委員
会ではなく、区民生活部文化スポーツ課という区
長直轄部局が管轄している。これは2005年10月２６
日の中教審義務教育特別部会答申に基づいて、文
部科学省が社会教育法及び地方教育行政の組織及
び運営に関する法律を弾力的に運用する方針をと
った結果、自治体の判断によって、文化（文化財
保護を除く）、スポーツ、生涯学習支援に関する
事務を、首長部局が担当できるようになったため
である。
千代田区では、図書館を区長直轄にすると同時
に指定管理者制度を導入し、2007年５月より、民
間企業３社に図書館経営を委託した。これによっ
て、ビジネスマンやＯＬなどの昼間利用者に焦点
を当て、夜１０時までの開館、図書館コンシェルジ
ュと呼ばれるレストランなどの地域紹介サービス
や障害者向けの図書資料宅配サービス、連想検索
システム、電子図書館の導入、携帯電話コーナー
の設置、古書店街との連携など斬新なサービス展
開を行ったことによって、たちまちのうちに注目
を浴びることになった。
「ず.ぼん』2008年９月号は「指定管理の現
場」を特集し、その一つの事例として千代田図書
館を取り上げ、千代田図書館職員の座談会を掲載
している。その中で、千代田図書館で企画・シス
テムを担当している満尾哲広は次のように述べて
いる。
インターネットの爆発的普及、利用者の
要求の多様化、利用者のニーズに対する権
利意識の高まりなどを背景として、時代の
変化に見合った魅力ある公立図書館のあり
方とはどのようなものなのかが、図書館内
外で問い返される状況があったのである。
つまり、直営であれ、委託であれ、図書館
自体の改革が問われていたのだ｡(4)
我々は指定管理者という一つの制度を使っ
ていますが、区がどういう図書館にしたい
のか、彼らが目指す施設に対して、僕ら民
間企業は、こういうサービスを提供できる
ということを提案し、実行している、とい
うのが基本的なスタンスです｡(5)
田川は指定管理者制度の導入によって、コスト
削減を図ろうとするあまり、図書館がサービスを
低下させるようなことがあってはならないと指摘
した上で、時代の変化に見合った図書館のあり方
を考えるためには、図書館内部だけではなく、外
部においても問い返されなければならないと述べ
ていることを付け加えておくべきだろう。そのた
つまり、民間企業にとって行政はクライアント
(顧客）であり、企業への要望があって初めて提
案や実行できるという関係にある。このことは、
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れた柳与志夫のインタビューが掲載されている
が、彼は図書館職員の専門性について興味深い発
言を行っている。
大田区の場合と比較して語られた次の発言でより
明確になっている。
公募というのは､質問に対して答が成り立つ。
千代田区が｢こういうふうにしたいんだけど、
あなたたち何かアイデアないですか？」とい
う公募をかけました。その公募の質問の内容
が「今までの図書館と変えたい」と言ってる
としか、私には思えなかった。なので、我々
は提案書として、「これまでの図書館を変え
て、こういうふうな図書館にしましょうよ」
という答を提出した。それに区側がのりまし
ょう、といってのってくれた。それが千代田
区です。
大田区は、「ふつうの図書館やってくださ
い。お金下げてください」だった。「お金下
げるから特別なことは何もやれませんけど、
じゃあこれでどうですか」という提案を七社
か八社の委託会社でやっている。
私が聞いたところでは、ある会社で、「時間
を－時間延ばします」という提案をしたら、
｢他と違うようになるので、それはやめてく
ださい」と大田区から言われたそうです｡(6)
新しいものに取り組んでいくという私のスタ
ンスと図書館についての相応の専門知識があ
ったことが、圧倒的な強みになったと思いま
す。少なくともあの公共図書館の、いわゆる
｢専門職」と自分で言っているような人たち
に比べれば、まったくレベルが違うんじゃな
いかと｡(8)
柳の考える図書館の専門性は、これまで専門職
として求められてきた図書館司書の専門`性の範嶬
を超えるものである。千代田図書館の場合、具体
的にはシステムについての専門性やPRの専門性、
企画についての専門性などである。こうした専門
性を持つ職員を確保することが必要であり、司書
資格は「最低限の要素」に過ぎないという｡(9)
この柳の見解を先に挙げた山口源治郎の文言と
比較すると、その意味することがよくわかるだろ
う。問題は、千代田区の例でもわかるように、指
定管理者制度の是非ではない。指定管理者制度が
コスト削減のために利用されるのならば、山口が
述べたように図書館本来の機能を失ってしまう可
能性が高い。しかし、一方で、同じ制度によって、
時代の変化に対応する図書館を作り出すこともで
きるのである。
しかし、同時に、この制度の適用がきわめてリ
スクが大きいものであることも物語っているので
はないか。指定管理者制度を採用するならば、基
本的に「質問する」のは行政側で、「答を書く」
のは民間企業である。民間企業にとって、行政は
クライアントであり、この関係や過程に住民が直
接参加することはない。つまり、クライアントで
ある行政の委託内容や業者への要求そのものが間
違っていた場合でも、企業側からそれを修正する
余地は生まれない。大田区のケースはそのことを
示していると言えるだろう。
満尾が指摘し、柳もまた「指定管理者制度を選
同じ指定管理者制度を導入した自治体でも、単
なるコストダウンを目指すのか、それとも新しい
図書館の創造を目指すのか、行政側の考え方次第
で大きな違いが生じることがこの発言からも読み
取れるだろう。満尾は「指定管理者でなくても、
同じ発想があれば千代田区はこうなっていたと思
います｣(7)とも述べている。
しかし、教育委員会や図書館の内部から千代田
図書館が次々と試みているような新しいサービス
を企画・創造することは容易なことではない。田
川が時代の変化に対応する図書館改革の必要`性を
説くとき、図書館のあり方を内部からではなく外
部から変える発想と能力を重視している。それは、
図書館の専門`性を超えた企画力と実行力である。
『ず.ぼん』の同特集には前千代田図書館長で、
国会図書館から千代田図書館に移って改革を任さ
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ぶこと白体が目標ではなかった｣('0)と述べている
ように、指定管理者制度を使わなくても、従来の
図書館経営の発想を超えて新しい図書館を創造す
ることが可能ならば、その方が望ましいのはいう
までもない。しかし、図書館自身がこれまでの経
営方針を変えようとしなければ、結局何も変わら
ず､新しい図書館が創造されることもないだろう。
最初にあげたように、筆者は「協働」こそがそ
のような図書館経営・運営を可能にすると考え
る。ここでいう「協働」は対等なパートナーシッ
プが前提であり、行政が企業のクライアントとな
る指定管理者制度による委託は本来の意味での
｢協働」とはいえない。企業がNPOになってもそ
の本質は変わらない。利益を目的としないため、
むしろコストダウンに寄与してしまう可能性さえ
もたらしてしまうだろう。
では「協働」による図書館経営はいかなるもの
であろうか。筆者が関わっている北区ではまさに
｢協働型図書館」を理念として掲げ、行政と区民
が「ともに歩む図書館」を創造しようとしている。
この試みはまだ緒に就いたばかりであるが、北区
ではまさに従来型の行政主導型図書館経営の限界
を超えて、新たな図書館像を追求しているのであ
る。
２．「区民とともに歩む図書館委員会」と
「協働型図書館」
北区の「協働型図書館」を理念として提示した
のは北区「区民とともに歩む図書館委員会」であ
る。「区民とともに歩む図書館委員会」は図書館
法に定められた図書館協議会とは異なり、図書館
長にさまざまな提言や問題提起をするのではな
く、議会の承認を受けて設置され、教育委員会に
対して提案する組織である。つまり、図書館経営
の枠内で、意見を具申する図書館委員会よりもよ
り幅広く、北区の図書館経営のあり方そのものに
ついて提言することができるのである。
2003年に就任した花川與惣太北区長は「ともに
つくり未来につなぐ、ときめきのまち－人と水
とみどりの美しいふるさと北区」を北区の将来構
想の理念に掲げ、「区民とともに」を区政のキャ
ッチフレーズにしてきた。この方針は教育委員会
でも基本政策の理念となっており、「区民ととも
に歩む図書館をめざして」という標語は2008年６
月オープンした新中央図書館基本計画のサブタイ
トルにもなっている。
「区民とともに歩む図書館委員会」設置のきっ
かけは、2002年度「新中央図書館建設検討懇談
会」による提言をもとに2004年にまとめた「新中
央図書館基本計画」に、７つの理念のうちの一つ
として「区民と協働して発展する図書館」が掲げ
られるとともに、「サービスや運営における区民
参加を進め、図書館活動に幅と厚みをもたせるし
くみをつくっていく」('1）ことがうたわれたこと
に始まる。
「区民とともに歩む図書館委員会」設置要綱第
一条（設置の目的）には、「図書館運営に関する
情報を積極的に公開し、区民との協働により区民
が誇れる図書館を創る検討の場として平成１７年４
月１日設置された」と述べられており、区民と行
政がともに図書館を創る協働の場としての性格が
当初から与えられていることがわかる。また、要
綱第２条（所掌事務）では「図書館の運営に関し、
必要な検討を行い、教育委員会に提案する」とさ
れており、教育委員会のもとで活動することとさ
れている。
図書館法第14条に定められた「図書館協議会」
が「図書館の運営に関し館長の諮問に応ずるとと
もに、図書館の行う図書館奉仕につき、館長に対
して意見を述べる機関」とされていることと比べ
ると、「区民とともに歩む図書館委員会」の特殊
な性格がわかるだろう。
委員会の構成メンバーは、要綱第３条によると、
学識経験者１名、区民３名以内、区内各種構成員
４名、関係職員２名以内とされており、図書館協
議会が「学校教育及び社会教育の関係者、家庭教
育の向上に資する活動を行う者並びに学識経験の
ある者」の中から選ぶと定められているのに対し
て、一般区民の参加を認めている点に注目できる
だろう。第一期の委員会では、３人の公募委員の
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他に、ボランティア団体、NPO、高校学校図書館
司書に加えて２名の中央図書館職員、合計１０名の
委員が選任されている。
第一期「区民ともに歩む図書館委員会」（大串
夏身委員長）は2006年５月17日に発足し、2007年
３月末日まで約２年間の審議の後、報告書をまと
めている。この報告書では、「区民とともに歩む
図書館」を「どういう図書館にするかを区民と行
政が一緒に考える.一緒に創っていくシステムを
もった図書館｣('2）とし、具体的な協働の場とし
て「(仮称）図書館活動区民機構」の設置を提言
している。
また、行政と区民の協働を、「労力の提供とし
てのボランティア活動だけではなく、問題の設定、
解決の手段、運営方法、担い手の管理、それらに
一貫して区民が携わり、効果的な活動にしていく
こと」('3)と定義づけている。
では、「(仮称）図書館活動区民機構」とはいか
なるものなのであろうか。図１は報告書に記載さ
れている組織のイメージである。これによると、
区民によって構成される運営委員会のもとに13の
部が設置され、それぞれの部ごとに図書館の専任
の協働担当者と「協働」を行っていくことになる
とされる。
図書館との関係については、次の３点にまとめ
られている。
①「(仮称）図書館活動区民機構」は現在の
業務を区民が肩代わりするものではないし、
これによって職員を減らすことを目的とす
るものでもない。
②図書館は専任の協働担当を配置する。
｢(仮称）図書館活動区民機構」は図書館とは
独立した別組織ではあるが、パートナーで
あることから公設的である。行政には、設
図１（仮称）図書館活動区民機構の組織イメージ
図脅鍾 (仮称）図書館活動区民機構
↑ 
各部
人材育成 含Ｂｎ７１又’寵>古軍 ］’７つ１１，
<亜〉、／働協／、
学校教育
マルチメディア
友の会
｢区民とともに歩む図書館委員会第一期報告書～「協働型図書館」に向けての提言」（2007年３月)、ｐ､13.より引用
2７ 
書館
専任の協働担当
運営委員己議
委員長
事務局
各部代表
中央館長（オブザーバ）
各部活動
内容
総合的な図書館活動人材育成プログラムの作成・運営
企画
特別行事の企画（地域や諸機関との関連行事..）
各種推進計画策定支援
活動推進、図書館利用推進に関する企画
広報 図書館活動・ボランティア活動の情報発信・啓蒙
レファレンス 総合利用案内・専門分野ガイド
資料・施設・環境整備 修理、緑化、居心地のいい空間整備
陣がい者・高齢者支援 点訳・音訳支援
多文化支援 外国語支援
ヤングアダルト ヤングアダルトコーナーの運営
子ども ブックスタート・お話し読み聞かせ・ブックトーク･フロアーワーク・利用活用始動
学校図書館支援、学校教諭支援
'情報教育やデジタルアーカイブ
地域資料
(北区の部屋対応） 行政資料・地域資料・古文書の収集・整備・活用
会員サービス
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立の趣意に基づいて予算や職員の業務の面
で柔軟に対応することを求める。
③協働の場である「(仮称）図書館活動区民
機構」は図書館職員の協働に対する意識と
コーディネート力がカギとなる。職員には、
区民の意見に忍耐強く耳を傾けることが重
要であり、活動に当たっては、館全体での
取り組みや教育委員会または区全体への横
断性をも視野にいれた柔軟的な思考を持つ
ことを求める｡('4）
がNPO・ボランティア活動の推進を目的とした中
間支援組織として設立され、ＮＰＯ・ボランティア
ぷらざ運営事業を受託している事例などが協働の
事例として紹介されており、報告書が提起する
｢(仮称）図書館活動区民機構」の設立も、このガ
イドラインに沿ったものであることがわかる。
「(仮称）図書館活動区民機構」は「区民ととも
に歩む図書館委員会」の５名の委員や区内の図書
館ボランティア組織のメンバーを中心に、2007年
４月21日に設立準備会を設置し、９回にわたる会
議を歴て、2007年10月20日、「北区図書館活動区
民の会」として設立された。
設立趣意書には、「図書館には従来の人と知識
をつなぐだけではなく、いろいろな可能性があ
る｣、「生涯学習の中心として人と人をつなぎ、区
民の積極的な社会参加・貢献に活用できる」('6）
と述べられており、従来の図書館の枠を超えた可
能性を示唆している点に注目すべきだろう。実際
に設置された部は「企画・広報部｣、「子ども部｣、
｢ユニバーサル部｣、「地域資料部」の４つである。
一方、第一期報告書では「区民とともに歩む図
書館委員会」との関係については、次の３点が示
されている。
この報告書は、図書館の「業務を肩代わりする
ものではない」と明確に述べていることからも、
｢(仮称）図書館活動区民機構」を図書館のための
ボランティア組織ではなく、対等な協働のパート
ナー組織として見なしていることがわかる。「公
設的」という用語は行政によるものではなく、私
企業による民営でもなく、区民自身による公的な
`性格を持った組織であることを示そうとしている
のである。
また、この報告書では、協働の成否にとって重
要なのは「図書館職員の協働に対する意識とコー
ディネート力」であると述べられている。つまり、
図書館職員自身が「協働」の重要性を認識し、積
極的に協働のためのコーディネートをすることが
求められているのである。
では職員の側では、「協働」はどのように理解
されているのだろうか。北区では2006年10月に
『北区協働ガイドライン～「区民とともに」を実
践するために』を作成し、協働の具体的な方法を
解説し、全職員の自覚的な協働への取り組みを促
している。これによると、協働とは「公益活動を
行う区民と行政、あるいは、公益活動を行う団体
同士が、それぞれの特長を生かしながら、お互い
を対等なパートナーとして認め合い、より豊かな
まちづくりに取り組むこと」('5)と定義されてお
り、協働推進の心得とＰＤＣＡ、協働の領域、形
態、評価、改善、体制などについて事細かに解説
されている。
また、「NPO法人東京都北区市民活動推進機構」
①「(仮称）図書館活動区民機構」は「区民
とともに歩む図書館委員会」とは独立した
組織とする。
②「区民とともに歩む図書館委員会」は図
書館活動全体の評価を行い、図書館行政の
在り方などを協議する場とする。「(仮称）図
書館活動区民機構」は「区民とともに歩む
図書館委員会」へ問題を提起したり、活動
の報告をする。
③「(仮称）図書館活動区民機構」の代表は
｢区民とともに歩む図書館委員会」の構成メ
ンバーである｡('7）
「(仮称）図書館活動区民機構」（現「北区図書
館活動区民の会｣）は、行政にとって図書館活動
の協働のパートナーであるが、「区民とともに歩
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ろ創造的な提言をすることは困難だという理解か
ら、第二期報告書に向けて今後の図書館の方向,性
に対する議論を進めている。
３．「協働型図書館」の可能性と課題
「協働」とは、行政の職員にとっても、住民に
とっても、それじたいが民主主義であり、自己教
育運動の過程である。つまり、「協働」はその結
果だけでなく、それじたいに生涯学習の価値が内
在していると考えられる。
しかし、一方で、図書館はつねに新しい現代社
会の課題に答えなければならない使命を有してい
る。過程が正しければ、結果は何であっても良い
というわけにはいかない。これら二つの要素を両
立させることが「協働型図書館」に求められるの
である。
筆者は「協働」について次のように定義したこ
とがある。
む図書館委員会」は図書館活動全般への評価や図
書館行政そのもののあり方を協議する場だとされ
ている。「第一期区民とともに歩む図書館委員会」
は、このように同委員会の役割を規定して「(仮
称）図書館活動区民機構」の創設を提言し、図書
館行政との協働のあり方を提示したことになる。
第一期報告書は、「協働型図書館」のあり方を
提示したが、第二期以降の「区民とともに歩む図
書館委員会」の具体的な活動内容を明示したわけ
ではなく、抽象的な方向'性を示すのにとどめてい
る。
第二期「区民とともに歩む図書館委員会」は、
2007年７月26日に招集された。第一期から引き続
いて委員となったのは、９名の委員のうちの２名
だけで、委員長を含めて残りの委員はすぺて新規
に任命された。委員には公募委員の他に、区内小
学校長、高校学校図書館司書、ＮＰＯおよびボラン
ティア団体関係者、中央図書館職員、「北区図書
館活動区民の会」代表委員が含まれている。
ほとんどのメンバーが第一期の委員会活動に関
わっていなたったため、第二期「区民とともに歩
む図書館委員会」は２カ月に一回の会議を通して、
これまでの活動を理解し、「北区図書館活動区民
の会」設立に向けた準備活動の把握を行うことか
ら活動を始めることとなった。さらに、新中央図
書館の開館準備のために（2008年６月28日開館)、
2007年11月末から2008年８月初めまで、会議は一
時中断することとなった。
この間、委員会で中心課題となったのは第一期
報告書でも委員会の任務とぎれていた図書館評価
の方法についてであった。審議では、新中央図書
館基本計画の内容や計画の進捗状況、計画策定の
過程で行った区民意識調査、「2007年度版北区図
書館事務事業の概要と現況」を抜粋した「北区図
書館の現状」が報告された。この過程で、評価委
員会の設置の必要`性や内部評価・外部評価のいず
れが望ましいかといった議論がなされている。
委員からは自分たちの図書館への思いを反映さ
せたいという意見があること、数値をもとにした
評価だけでは、これからの図書館のあり方に対す
自らが属する組織や文化の異なる他者と一つ
の目標に向けて互いにパートナーとしてとも
に働くことである。そのためには、さまざま
な困難や葛藤を乗り越えて目標を実現しよう
とする強い意志、他者の正しい意見を受け入
れる柔軟`性、違いを乗り越えて理解し合うた
めのコミュニケーション能力が不可欠とな
る。このような理由によって、「協働」には
常に挫折や失敗のリスクが伴うのである｡('8）
行政の職員と住民は同じ立場ではない。従来の
図式によれば、サービスをする側とされる側であ
る。あるいはしばしば権力を行使する側とされる
側にもなる。しかし、「協働」の理念によれば、
両者は対等なパートナーでなければならない。対
等なパートナーは純粋な平等関係を意味するので
はなく、お互いの立場や所属する組織の違いを前
提としており、それらを乗り越えて、一つの目標
を実現させるために、強い意志や柔軟性、コミュ
ニケーション能力が求められるのである。
北区の図書館の場合、パートナーとなる住民側
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の組織はまだ立ち上がったばかりであり、理念的
にはパートナーと言い得ても、現実には、対等な
パートナーとして成熟した段階にあるとは言えな
い。筆者の知るところによれば、「北区図書館活動
区民の会」は区内ボランティア団体の集合体であ
り、ボランティアの意識から協働の意識へと変え
ていくのにはさらに時間がかかると思われる｡('9）
そのために求められることは、第一に、職員と
区民による「協働学習」である。具体的には図書
館研修を広く区民に公開し、図書館の専門性を行
政と区民が共有することをめざすべきである。共
に働く（協働）ためには、同時に共に学ぶ（協学）
が必要なのである。
第二に、図書館が協働する対象を広げることで
ある。もし、図書館が協働するパートナーが、図
書館ボランティア団体だけならば、新しい図書館
像を創造することは困難だろう。多様な視点から
新しい図書館を構想し、企画し、運営できる支店
や能力が求められると考えられる。そのためには、
これまで図書館とは無縁だった区内のさまざまな
団体や企業、学校との協働を実現させる必要があ
る。異質な相手との協働はリスクを生み出すが、
目標を共有することができれば、より創造的な活
動を可能にするだろう。
第三に、協働をコーディネートする組織が求め
られる。北区の場合、たさまざまな団体や施設、
企業と行政をつなぎ、それらをコーディネートし、
新しい図書館の理念やイメージを育てる組織が
｢区民とともに歩む図書館委員会」であろう。そ
してその場に「北区図書館活動区民の会」が加わ
り、その理念やイメージを職員と協働して実行に
移すことが求められるのではないだろうか。
このことを通して、「協働型図書館」は区民の
図書館への要求だけではなく、地域社会に埋もれ
ている新しい生涯学習要求を掘り起こし、図書館
資料の貸し出しやリファレンスを中心とした図書
館像を超えて、区民との協働により、広範な学習
支援サービスを実現する地域学習センターとして
の図書館へと発展していくことが期待されるので
ある。
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